別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：児童福祉諸費

	事業名: 新児童福祉施設退所者等自立支援事業費 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　健康福祉部 子ども家庭課 児童養護係　電話番号：058-272-1111（内2636）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11217@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：6,113千円（前年度予算額：0円）

	要求内容


	１　要求の内容


　・児童養護施設等の退所者等に対して、就業に向けた生活訓練をはじめ、社会的自立を支援するために適切な就業環境の確保や、施設退所者等が働きやすい職場の開拓、面接等のアドバイス、事業主からの相談対応を含む就職後の定着支援等を職業紹介等を行う法人に委託する。委託期間は、５月～３月の１１ヶ月間の予定。

	２　所要経費


児童養護施設の退所者等の就業支援事業                6,113千円

	決定額の考え方


事業内容を精査し予算計上します。
	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	要求額
	6,113
	3.056
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,057

	決定額
	5,372
	2,686
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,686


事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
児童養護施設等を退所し就職する子どもたちは、さまざまな境遇を抱えており、保護者からの支援を受けられないなど、多数の困難に直面する一方、職場の理解不足、雇用環境の悪化などの背景から、離職が多いのが現状です。
平成24年度で安心子ども基金による当該事業は終了しましたが、今後とも、当事業を実施することにより、各児童の状況に応じた進路相談や就職活動支援を行うことにより、退所後の児童の安定した生活を図ることができます。




（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	・事業開始前の指標となる統計を取っていない。
・年度途中の退所者、入所者等、出入りがあるため統計がとれない。

・就業後の定着率など、退所してから連絡が取れなくなる児童もあるため、統計がとれない。


（平成24年度の取組）
	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
安心子ども基金を活用し、児童養護施設等の退所者等に対して、就業に向けた生活訓練をはじめ、社会的自立を支援するために適切な就業環境の確保や、施設退所者等が働きやすい職場の開拓、面接等のアドバイス、事業主からの相談対応を含む就職後の定着支援等を職業紹介等を行う法人に委託した。


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
平成２４年度までの安心子ども基金を活用した当該事業については、県内１３施設の退所者等に対し自立に向けた個別相談や就職活動支援セミナー、退所後の自立生活支援セミナー等を実施し、退所後の児童の安定した生活を図ることができた。
　また、これまで高３、中３以外の児童に対して行った退所後の自立生活支援などにより、この事業を引き続き行うことにより、退所するまでの数年にわたっての手厚い支援となり、さらなる効果が期待できる。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	平成２４年度までの安心子ども基金を活用した当該事業については、県内１３施設の退所者等に対し自立に向けた個別相談や就職活動支援セミナー、退所後の自立生活支援セミナー等を実施し、退所後の児童の安定した生活を図ることができた。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	支援児童数が177人（H22）から258人（H23）に増加。施設から退所予定児童（高3・中3）の他、在籍児童にも退所後の自立生活支援を早いうちから取り組みたいとの声が多数あり。
また、個別支援を行った児童(高３、中３)のうち、進学も就職もしない未就職児童数が減少傾向にある。
・H22　5/62　 （8.1%）
・H23　4/104　（3.8%）

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	平成23年度まで、県内を2箇所に分けて、2業者へ委託していたが、平成24年度からは1箇所の事業者に委託し、効率化を図る。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　平成24年度まで、施設の入所児童を対象とした支援であったが、里親からの支援の要望もあるため、里親委託児童も対象とした支援にする必要がある。また、児童への支援の他、施設や里親に対しても施設職員や里親の就職支援に対するスキルアップやノウハウの伝達を行い、職員・里親の主導で就職支援が出来るようスキルの取得を目指す必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　引き続き当該事業を実施し、個々の事情を抱える児童のニーズや適性に合った就職支援及び就職後の定着支援について、専門的な支援をすることができる者に委託することにより、児童の希望に沿った就職、進学先を確保し、退所後の児童の安定した生活を図る。
　また、２５年度は、今まで実施のなかった里親委託された児童に対しても支援することとし、施設同様、児童及び里親に対し個別相談やセミナーを実施する。
施設に対しても、職員向けのセミナー等、職員のスキルアップ・ノウハウの伝達を行い、職員主導で就職支援が出来るようスキルの習得を目指す。



